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一般社団法人量子技術による新産業創出協議会 
会員規約 

 
第１条（目的） 

本規約は一般社団法人量子技術による新産業創出協議会（以下「当法人」という。）の会
員に関する事項、及び会員が遵守する事項を定めることを目的とする。 

 
第２条（会員区分） 

当法人は当法人ホームページ記載の活動（https://qstar.jp/activity）を行うため、特別会
員、法人会員、準法人会員、賛助会員、アカデミア会員の区分で構成する。また、会員種
別の追加、変更については、当法人定款第６章に定める理事会の承認をもって可能とする。 

(1) 特別会員：当法人の目的に賛同し、事業に参加するために入会し、また当法人、お
よび、部会活動などを積極的にリードする意思をもった法人 

(2) 法人会員： 当法人の目的に賛同し、事業や部会活動に参加するために入会した法
人 

(3) 準法人会員：当法人の目的に賛同し、事業や部会活動に参加するために入会した、
会社規模が中小、またはベンチャーと理事会によって認められた法人 

(4) 賛助会員：当法人の事業を賛助するために入会した法人 
(5) アカデミア会員：当法人の事業を賛助するために入会したアカデミア団体 

 
第３条（入会） 
1. 会員になろうとするものは、会員区分を選択し、所定の入会申込書を記載の上、当法人

に提出する。当法人事務局が当該入会申込書を受領後、当法人の理事会において別に定
める基準と方法により可否を決定し、これを申し込みしたものに通知する。 

2. 会員は代表者として当法人に対してその権利を行使する１人の者（以下「会員代表」と
いう。）を定め、当法人に届け出なければならない。 

 
第４条（会員権利） 

会員は次の権利を有する。 
(1) 特別会員は、会員代表１名が当法人社員総会における議決権を行使でき、さらに、

理事会理事に１名を推薦することができる。また特別会員に所属する者は、当法人
の活動に参加できる。かつ、部会について、一つの部会の設⽴、運営、部会⻑への
就任、及び複数の部会へ参加を可能とする。 

(2) 法人会員は、会員代表１名が当法人社員総会における議決権を行使できる。また法
人会員に所属する者は、当法人の活動に参加できる。かつ、部会について、複数の
部会へ参加を可能とする。 
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(3) 準法人会員は当法人社員総会における議決権を有しない。準法人会員に所属する
者は、当法人の活動に参加できる。かつ、部会について、参加を希望する部会の部
会⻑の許可により、複数の部会へ参加を可能とする。 

(4) 賛助会員は、当法人社員総会における議決権を有しない。また賛助会員に所属する
者は、当法人の活動に参加でき、部会の開示可能資料へのアクセスのみ可能とする
が、部会の活動には参加できないものとする。 

(5) アカデミア会員は、当法人社員総会における議決権を有しない。またアカデミア会
員に所属する者は、部会の活動に参加する場合は、参加を希望する部会の部会⻑の
許可を要する。 

 
第５条（会費と納入） 
1. 会員は、当法人の目的を達成するために必要な経費に充てるため、社員総会において決

議する会費の事業年度分を、次の会員区分ごとの口数に従い、年 1 回、当法人が指定す
る口座に事業年度内の指定期日までに納入しなければならない。 
(1) 特別会員は、４口以上を事業年度ごとに納付する。 
(2) 法人会員は、３口以上を事業年度ごとに納付する。 
(3) 準法人会員は、５分の１口以上を事業年度ごとに納付する。 
(4) 賛助会員は、１口以上を事業年度ごとに納付する。 
(5) アカデミア会員は、2 分の 1 口以上を納付する。 

2. 年度途中に入退会する会員についても、前項で定める会費を納入しなければならない。 
3. 会費納入に関わる費用は、該当会員が負担するものとする。 
4. 部会、講演会及びシンポジウム等の参加費は次の各号によるものとする。 

(1) 講演会及びシンポジウム等に係る参加費に関しては、当法人ホームページ「協議会
の運営体制」に記載の実行委員会が定めるものとする。 

(2) 部会に係る参加費に関しては、部会⻑が、部会の参加者全員の同意を経て、定める
ものとする 。 

 
第６条（会員資格の継続） 

各事業年度の会員資格は、会員が当法人の指定する口座に、当法人の指定期日までに当該
事業年度分の会費を納入したことが当法人に確認されることをもって継続されるものと
する。 

 
第７条（会費の滞納） 

当法人は、会員がその会費の全額を納入しない場合、書面、または電磁的方法により当該
会員に対して督促を行う。 
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第８条（会員の個人情報） 
1. 当法人が取得した会員の個人情報は、法令ほか当法人が定める個人情報保護規程（以下

「個人情報保護規程」という。）などの関係規則に基づき適正に保護するものとする。
また、利用目的を明らかにして取得した目的以外に使用することはないものとする。 

2. 当法人は、会員の名称及び住所を記載した会員名簿を作成する。会員は、住所そのほか
当法人に届け出た内容に変更があった場合、速やかに該当変更内容を当法人に届け出
るものとする。 

3. 本規約の内容と個人情報保護規程の内容との間で齟齬が生じる場合は、個人情報保護
規程が優先されるものとする。 

 
第９条（会員区分の変更） 

会員は、入会申込書に記載した会員情報に、会員区分の変更が必要となるような重大な変
更が生じた際、かつ当法人参加の継続を希望する場合には、その旨を書面で当法人に提出
し、第２条に定める会員の区分に応じて、理事会の承認を得なければならない。 

 
第 10 条（任意退会） 

会員は、退会希望日の３か月前までに事務局に書面をもって届け出ることにより、退会す
ることができる。ただし、やむを得ない事由があるときは、この限りではない。 

 
第 11 条（除名） 

当法人は、会員が、次の各号の一に該当する場合には、社員総会の決議によって除名する
ことができる。 

(1) 当法人の定款、規則又は社員総会の議決に違反したとき。 
(2) 当法人の名誉を傷付け、又は目的に反する行為をしたとき。 
(3) その他除名すべき正当な事由があるとき。 

 
第 12 条（会員の資格喪失） 

前条の場合のほか、当法人の会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、その資格を
喪失する。 

(1) 第 5 条の会費を納付せず、督促後なお１年以上納付しないとき。 
(2) 総社員が同意したとき。 
(3) 当該会員が解散若しくは破産したとき。 

 
第 13 条（本規約の遵守及び会員資格の喪失に伴う権利及び義務） 
1. 会員は、理事会において入会が承認された日から第 10 条乃至第 12 条その他の事由に

より会員資格を喪失するまで、本規約を遵守するものとする。ただし、会員資格を喪失
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した後も、第 15 条及び 18 条の規定は引き続き遵守するものとする。 
2. 会員が第 10 条から第 12 条のいずれかの規定によりその資格を喪失したときは、当法

人に対する権利を失い、義務を免れる。ただし、未履行の義務はこれを免れる事はでき
ない。 

3. 会員がその資格を喪失しても、既に納付した会費、その他の拠出金品はこれを返還しな
い。 

 
第 14 条（禁止事項） 
1. 会員は、当法人の活動において、次に掲げる行為を行ってはならない。 

(1) 他の会員、第三者及び当法人に不利益や損害を与える行為、財産及びプライバシー
等の権利利益を侵害する行為、または、それらのおそれのある行為。 

(2) 当法人または他の会員との間で「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法
律」（以下「独占禁止法」という。）に違反する情報交換、議論、そのほかこれらに
準じる違法な行為またはそのおそれのある行為。 

(3) 独占禁止法関連諸規制（ガイドライン等を含む）をはじめ、政治資金規正法、国家
公務員倫理法・規程および地方公共団体等における関連諸規制、刑法およびあっせ
ん利得処罰法等を含む、関連法規制に違反する行為、またはそのおそれのある行為。 

 
2. 会員は、当法人に関して各自が個別に活動する場合においてもその活動の範囲を十分

に配慮するとともに、前項に十分留意する。 
 
第 15 条（秘密保持義務） 
1. 会員は、当法人の活動上知り得た他の会員の営業上、技術上、その他の業務上の情報の

うち、第 2 項に定める方法で開示された情報（以下「秘密情報」という。）を、当該他
の会員の事前の書面による承諾なくして、第三者に開示または漏洩してはならない。 

2. 前項に定める秘密情報は、次のいずれかの方法により秘密である旨の表示がなされた
情報をいうものとする。 
(1) 書類その他有形の媒体に記録された情報または電磁的記録によって開示された情

報であって、秘密である旨（例  Confidential 等）が明示された情報 
(2) 口頭その他有形以外の方法により開示された情報であって、開示の際に秘密であ

る旨の指定を受け、開示後 30 日以内に書面にて秘密である旨の通知がなされた情
報 

3. 第 1 項に定めるほか、会員は、当法人が別に定める守秘義務に関する規程（以下「守秘
義務規程」という。）を遵守しなければならない。この場合において、本条と守秘義務
規程との間に矛盾または抵触が生じたときは、守秘義務規程の定めが優先される。 
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第 16 条（反社会的勢力の排除） 
1． 会員は、自ら及び自らの履行補助者が、現時点及び将来にわたって、次の各号のいずれ

にも該当しないことを確約する。 
(1) 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋、社会運動等標ぼうゴ

ロ、特殊知能暴力集団その他これらに準じる者（以下、あわせて「反社会的勢力」
という。）であること。 

(2) 反社会的勢力が、実質的に経営を支配し又は経営に関与していること。 
(3) 反社会的勢力を利用していること。 
(4) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしてい

ること。 
(5) 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していること。 

 
2. 会員は自ら及び自らの履行補助者が、自ら又は第三者を利用して、当法人関係者に対し、

詐術、暴力的行為、脅迫的言辞を用いる行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、当
法人の信用を毀損し又は当法人の活動を妨害する行為、その他これらに準ずる行為を
しないことを確約する。 

3. 会員は自らの履行補助者が第１項又は第２項に該当することが判明した場合には、直
ちに当該履行補助者との間の契約を解除し、又は契約解除のための措置をとるものと
する。 

4. 会員が前３項のいずれかに違反した場合には、第 11 条の定めによらず、当法人は何ら
の通知、催告を要せず、直ちにその会員を除名することができる。 

 
第 17 条（免責） 
1. 当法人は、理事（当法人の使用人でない者に限る）及び監事との間で、任務を怠ったこ

とによる損害賠償責任限度契約を、理事会の決議によって締結することができる。ただ
し、その責任限度額は、当法人への出資（1事業年度分の会費）の額又は法令若しくは
判例で定める最低責任限度額のいずれか大きい方とする。 

2. 前項の損害賠償責任については、理事会の決議により免除することができる。 
3. 当法人は会員が被ったいかなる損害についても損害を賠償する一切の責任を負わない

ものとする。 
 
第 18 条（協議解決） 
1. 当法人と会員との間で、当法人の各規程類等に定めのない事項又は解釈に疑義が生じた

事項については、信義誠実の原則に従い、両当事者間の友好的な協議により解決される
ものとする。 

2. 前項の協議にて解決できない場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所
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とする。 
 
第 19 条（補則） 

本規約の変更及び本規約に定めのない当法人運営に必要な事項についての定めは、理
事会の決議によるものとする。 

 
附 則 
本規約は 2022 年 7 月 14 日より施行する。 
 

以 上 


